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1 は じ め に

ヘドニックアプローチ法は，Rosen (1974) によってその理論が報告されている。金本

（1992）によると，ヘドニックアプローチ法は，キャピタリゼーション仮説のうちで，クロ

スセクション分析に基礎を置き，時系列でキャピタリゼーション仮説が成立するためには，

小地域の仮定が必要になるが，クロスセクションの場合には必要ではなく，便益評価を行う

場合には，時系列変化を用いるよりクロスセクションの相違を用いた方が信頼性は高いとし

ている。

ヘドニックアプローチ法を用いた先行研究はこれまで数多く発表されている。Boyle &

Kiel (2001）のレビュー論文では，住宅価格への環境の外部性の影響について，大気や水質

といった媒体別に分類されている。また，Jackson (2001）のレビューで報告されているよ
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本研究は，最近20年間の NIMBY (Not-In-My-Back-Yard）施設（いわゆる嫌悪施

設）が，周辺地価に与える影響をヘドニックアプローチ法によって分析した先行研

究についてのレビュー報告である。多くの先行研究では，NIMBY施設の影響を施

設からの距離を変数として分析されることが多く，近接しているほど地価抑制が起

こるとする報告，あるいは，すべての施設が影響を及ぼしている訳ではないとする

報告があった。ヘドニックアプローチ法では，土地の属性と環境要因の変化を分離

することが難しいことから，クロスセクション分析を採用することが多いが，パネ

ル分析を行い，汚染が公表された時期に地価が抑制された報告や，施設の稼働状況

に関する情報が公表された時期の地価の抑制や上昇を観察された報告，また，稼働

状況に関する情報と地域的な属性を併せて分析した結果では，地域的に影響を受け

ている報告や土地の利用方法によっては影響を受けていないとする報告があった。

しかし，NIMBY施設が開設されてから閉鎖までの外部性の時系列的な変化を捉え

た報告は見あたらなかった。

キーワード NIMBY，ヘドニックアプローチ，レビュー
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うに，最終処分場などによる土壌汚染が，不動産価格に与える影響についても数多く発表さ

れている。

本小論では，不動産価格を用いて，NIMBY施設の稼働状況や稼働後の修復過程が，その

周辺地域の環境特性に与えた変化を，時系列にどのように考慮して分析したかという観点か

ら最近20年間の先行研究を報告する。

2 先 行 研 究

ヘドニックアプローチ法を用いて，NIMBY 施設から不動産価格への影響を分析している

最近の研究は，表 1のとおりである。

本小論では，最近20年間の実証研究から， 1）NIMBY 施設の存在自体が与える影響に着

目した研究を紹介し， 2 ）次に，NIMBY 施設が影響を与える時期に着目した研究， 3 ）

NIMBY施設からの影響の消失時期に着目し，施設の閉鎖や閉鎖後の汚染土壌の浄化工事の

時期を考慮した研究， 4）どのような最終処分場をどこに設置するかに着目した研究を紹介

する。

2.1 NIMBY 施設の存在は影響を与えるのか

NIMBY 施設が周辺地域に影響を与える属性として，施設からの距離を変数とした先行研

究では，Skaburuskis (1989）や Nelson et al. (1992）の報告があり，施設に近接しているほ

ど地価抑制が起こるとしている。また，Brasington & Hite (2005)，山根（2010）では，複

数の施設からの影響を，至近の施設からの距離を採用することで分離して分析し，施設に近

接するほど地価は抑制されるとしている。

また，Havlicek et al. (1985）では，距離に加えて，最終処分場の風下方向からの角度を

配慮して分析し，風下で，施設に近接しているほど抑制されることを報告している。

これらの研究は，プーリングデータを使ってクロスセクション分析を行っている。

2.2 いつから NIMBY 施設は周辺に影響を与えるのか

NIMBY 施設からの距離に加えて，施設での土壌汚染が公表された時期の情報を考慮した

研究がある。

Kohlhase (1991）は，ヒューストンの最終処分場で有害物質による土壌汚染が判明した事

例での，住宅価格への影響について， 1）ほとんどの最終処分場が稼働しているが，その存

在が知られる前， 2）アメリカ環境保護庁のスーパーファンドリストに掲載され，一般に周

知されつつある時期， 3）すべてのサイトがリストに掲載された時期の 3期のデータセット

に分けて分析したところ，第 2期と第 3期で，最終処分場からの距離の係数が変化したこと
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から，第 2期に周辺地価が抑制されると報告している。

Michaels & Smith (1990）は，単身者用住宅価格への影響について，土壌汚染が判明した

最終処分場への距離，距離と最終処分場の土壌汚染が公表された時期の時間ダミーとの交差

項，距離と販売後 6ヶ月後の時間ダミーとの交差項の 3変数の係数をプーリングデータで比

較し，汚染が公表された時期に抑制されるとしている。

Smolen et al. (1992）では，有害な化学物質を処理する最終処分場が存在する地域に，放

射性物質を埋め立てる最終処分場の計画が公表された時の不動産販売価格への影響を，放射

性物質の最終処分場から2.6マイルまでと2.6マイルから5.75マイルまでの 2 地域に分けて，

1988年から1990年まで分析し，2.6マイルまでの地域では，放射性物質の最終処分場の計画

が公表されても距離の係数は有意ではなかったが，2.6マイルから5.75マイルの地域では，

1989年に抑制を受け，1990年には有意ではなくなったとしている。

Reichert et al. (1992）では，1985年から1989年まで， 5カ所の最終処分場の周辺不動産価

格への影響を半年ごとに評価し，NIMBY 施設が存在すると価格が抑制されること，また，

そのうち 1カ所の最終処分場では，稼働開始時期に地価が抑制されることを報告している。

Mendelsohn et al. (1992）では，PCB に汚染された地域が，1969年から1988年までの単身

者用住宅の販売価格に与える影響を，販売価格の 1次階差を被説明変数とするパネル分析を

行った。周辺地域を汚染の程度によって 2地域に分け，販売年の年次ダミーと各地域との交

差項の係数から， 2地域ともに汚染が公表された時期に地価が抑制されることを報告してい

る。

Kiel & McClain (1995）では，焼却施設が住宅の販売価格に与える影響を， 1 ）施設の立

地情報が流れる前， 2）立地情報が地元に公表された時期， 3）建設中， 4）施設が稼働し

はじめたことを知られつつある時期， 5）稼働中の 5期のデータセットに分けて分析し，第

3期から第 5期に地価が抑制されることを報告している。

Kiel (1995）では，マサチューセッツの 2カ所の最終処分場の土壌汚染が，住宅の販売価

格に与える影響を， 1）土壌汚染が知られる前， 2）最終処分場から悪臭が発生する時期，

3）土壌汚染が公表された時期， 4）最終処分場の浄化計画を公表した時期， 5）地元と討

論した時期， 6）計画を地元が了承した時期の 6期のデータセットに分けて分析し，第 1期

と第 3期には，最終処分場からの距離の係数は有意ではなかったが，その他の時期には有意

で，価格が抑制されることを報告している。

Kiel & Zabel (2001）では，単身者用住宅価格を使って，土壌汚染の浄化作業への支払意

志額の変化を， 1）最終処分場がアメリカ環境保護庁のスーパーファンドリストに掲載され

る前， 2）最終処分場の土壌汚染が判明した時期， 3）スーパーファンドリストに掲載され

た時期， 4）浄化について討論された時期， 5）浄化が決定し，公表された時期， 6）浄化
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された時期の 6期のデータセットに分けて分析し，その結果，支払意志額は，最終処分場の

土壌汚染が判明せず，スーパーファンドリストに掲載される前までは負であったが，土壌汚

染が公表された第 2期からは正になり価格が抑制されたと報告している。

Kiel & Williams (2007）では，全米の20のカウンティに存在する，すべてのアメリカ環境

保護庁のスーパーファンドサイト（57カ所）が，住宅の販売価格に与える影響を， 1）サイ

トの土壌汚染がわかる前， 2）土壌汚染が判明してからスーパーファンドリストに掲載され

るまでの時期， 3）スーパーファンドリストに掲載された時期， 4）掲載されてから土壌浄

化が表明されるまでの時期， 5）表明されてからスーパーファンドリストから除かれるまで

の時期， 6）サイトがリストから除かれた時期の 6期のデータセットに分けて，サイトごと

に分析し，18のサイトで住宅の販売価格を抑制していると報告している。

Michaels & Smith (1990), Smolen et al. (1992）や Reichert et al. (1992）では，プーリン

グデータを採用して時間ダミーで評価し，Mendelsohn et al. (1992）ではパネルデータを採

用している。それ以後の研究では，分析の目的とする期間ごとにデータセットを作成してク

ロスセクション分析を行っている。

これらの研究では，NIMBY施設が存在している時に，追加的な情報が与えられた時期に

着目して分析を行っているが，施設の設置時期に着目した研究は見あたらなかった。

2.3 NIMBY 施設からの影響はいつ消えるのか

NIMBY 施設からの距離という属性に加えて，土壌汚染が判明したため，施設の閉鎖や浄

化工事の時期を考慮した研究を次に紹介する。

Kiel & McClain (1996）では，NIMBY 施設（焼却施設）の計画が，住宅の販売価格に影

響を与えることを， 1）焼却施設の計画前， 2）計画の公表時期， 3）建設中， 4）地元と

の話し合いで，建設計画が曖昧になった時期， 5）焼却施設をリサイクルセンターに変更す

ることになった時期の 5期に分けて分析し，第 1期から第 4期までは販売価格は抑制された

が，第 5期になり，計画変更が決定されると再度上昇することを報告している。

Dale et al. (1999）では，テキサスの鉛精錬工場が住宅の販売価格に与える影響を， 1 ）

工場の稼働時期， 2）土壌汚染が判明した時期， 3）工場を閉鎖し土壌を浄化した時期， 4）

浄化作業後， 5）その後の 5期に分けて分析し，第 1期から第 3期には価格が抑制されたが，

浄化作業が行われた後とその後の第 4期から第 5期には工場による地価への抑制がなくなっ

たと報告している。

Reichert (1999）では，オハイオで，最終処分場が住宅の販売価格に与える影響を，稼働

中と稼働後の 2期に分けて分析し，最終処分場が閉鎖された時に，価格が上昇したと報告し

ている。
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また，Hurd (2002）では，最終処分場が住宅の販売価格に与える影響を，アメリカ環境

保護庁のスーパーファンドリストに掲載された時期と浄化工事が開始された時期の 2期に分

けて計測し，浄化工事が開始されると販売価格が回復することを報告している。

McCluskey & Rausser (2003a）では，テキサスの鉛精錬工場からの単身者用住宅価格への

一時的影響と長期的影響を， 1）工場の稼働時期， 2）土壌汚染が確認され，浄化が始まっ

た時期， 3）浄化が終了した時期， 4）追加の浄化作業が行われた時期の 4期のデータセッ

トに分けて分析した。その結果，浄化作業が始まった第 2期と追加の浄化作業が行われた第

4期には，価格が上昇したと報告している。

また，McCluskey & Rausser (2003b）では，同じくテキサスの鉛精錬工場からの単身者用

住宅価格への影響を， 1）工場の稼働時期， 2）土壌汚染が確認された時期， 3）浄化が始

まった時期， 4）追加の浄化作業の手続きが完了した時期， 5）新たな不安が生じ，追加的

な浄化作業が開始された時期， 6）精錬工場の跡地がスーパーファンドリストに追加された

時期の 6期のデータセットに分けて分析した。その結果，土壌汚染が確認された第 2期から

は，住宅価格が上昇したと報告している。

Ihlanfeldet & Taylor (2004）では，商業地域と工業地域の不動産価格への影響を， 1 ）ア

メリカ環境保護庁のスーパーファンドリストあるいはジョージア環境保護部局有害サイトリ

ストに掲載される前， 2）掲載された時期， 3）浄化不要報告書に掲載される前， 4）掲載

された後から，スーパーファンドリストから除外される前， 5）スーパーファンドリストか

ら，浄化作業が終了し除外された時期の 5期にデータセットを分けて分析した。その結果，

アメリカ環境保護庁のリストから除外された第 5期には不動産価格は上昇したと報告してい

る。

Greenberg & Hollander (2006）では，ニュージャージーで， 6カ所の最終処分場がスーパ

ーファンドリストに掲載され，浄化された20年後に，サイトから 5マイル以内の住宅価格の

中央値への影響を分析し， 6サイトのうち 4サイトで価格が上昇したと報告している。

Kinnaman (2009）では，住宅の販売価格への最終処分場の影響を，最終処分場の稼働中

と，最終処分場の閉鎖後の 2期に分けて分析し，閉鎖後の価格上昇を，リピートセールスモ

デルを使って報告した。

一方で，Hite et al. (2001）では，1990年のオハイオのフランクリンカウンティの単身者

用住宅とコンドミニアムの価格への影響を，閉鎖した 2サイトと稼働中の 2サイトからの距

離を使って比較し，閉鎖後も価格が抑制されていることを報告している。Deaton & Hoehn

(2002）では，ランジング市内の 2 カ所の最終処分場が，1992年から2000年までの住宅販売

価格に与える影響を分析し，年次ダミーの係数から，最終処分場の浄化後には，販売価格は

影響を受けていないと報告している。
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これらの報告では，NIMBY 施設の閉鎖後あるいは，浄化工事が行われると，地価が上昇

したと報告されたものがある。一方で，影響を受けていないとの報告もある。いずれも至近

の施設からの距離を独立変数として，多変量解析を行っている。

2.4 NIMBY 施設はどこに置き，何を処理するのか

NIMBY 施設からの距離に加えて，地域性や社会的な影響をコントロールするため，施設

の周辺の土地利用や施設の属性を加えて分析を行った研究と距離を変数としなかった研究を

次に紹介する。

Ketkar (1992）は，1980年のニュージャージーの64自治体ごとの不動産価格の中央値への

影響を，その地域の NIMBY 施設の数を用いて分析し，最終処分場ごとの浄化費用を推計し，

その結果，最終処分場が負の影響を与えていると報告している。

Thayer et al. (1992）では，有害物質を処分する最終処分場と扱わない最終処分場，全37

サイトについて，単身者用住宅の販売価格に与える影響を，最終処分場からの距離ごとに 3

地域に分けて分析し，有害物質を処分しない最終処分場では，価格に影響を与える範囲が狭

いことを報告している。

Guntermann (1995）では，単位面積当たりの工業地域の販売価格への最終処分場の影響

について，埋め立てる廃棄物の種類ごとに最終処分場から1,000フィート以内の地域と1,000

フィート以上の地域に分けて分析した。その結果，稼働中で固形廃棄物を対象とする最終処

分場は，地価を抑制したが，閉鎖されると影響は与えなかった。また，廃棄物全般を対象と

する最終処分場は，稼働中，閉鎖後ともに地価に影響を与えていなかったことを報告してい

る。

また，Bleich et al. (1991）では，最終処分場から 6 マイル以内で，NIMBY 施設からの影

響を受けると推測される地域と，比較の対象とする 2地域について，不動産の販売価格への

影響を販売年と地域の交差項の係数を比較して把握しようと試みたが，有意な差はなく，適

正な配置をされた NIMBY 施設では，地価への影響はないとしている。

Dale et al. (1999）では，テキサスの鉛精錬工場からの土壌汚染が，周辺の住宅の販売価

格に与える影響を， 1）工場の稼働時期， 2）土壌汚染が判明した時期， 3）工場を閉鎖し

土壌を浄化した時期， 4）浄化作業後， 5）その後の 5期に分けて，分析を行い，社会地理

的な背景があると，浄化作業後の第 4期からその後の第 5期に，販売価格の上昇の仕方が緩

慢な地域があったと報告している。

Longo & Alberini (2005）では，アメリカ環境保護庁の総合環境影響補償情報システム上

のサイトが，不動産の取引価格に与える影響を，地域の工業や商業的な活動に従って 5つの

地域に分け，サイトの土壌汚染が判明した時期と浄化作業の終了後に分けて分析した。その
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に
つ
い
て
の
先
行
研
究

著
者

(発
行
年
)

従
属
変
数

対
象
地
域

デ
ー
タ
の
時
期

従
属
変
数
の

デ
ー
タ
数

サ
イ
ト
数

N
IM
B
Y
施
設
か
ら
の
影

響
に
関
す
る
独
立
変
数

距
離
以
外
の
独
立
変
数

（
時
系
列
的
な
変
化
を
捉
え
る
た
め
の
属
性
や
地
域
属
性
）

結
果

H
av
li
ce
k,
L
.
Jr
.,
R
ic
ha
rd
so
n,
R
.
A
.
an
d

L
lo
yd
,
D
.
(1
98
5)

単
身
者
用
住
宅
販
売

価
格

F
or
t
W
ay
ne

19
62
年
か
ら
19
80
年

18
2

5
最
終
処
分
場
か
ら
の
距
離
最
終
処
分
場
か
ら
風
下
の
角
度

最
終
処
分
場
に
近
い
ほ
ど
価
格
は
抑

制
，
風
下
で
価
格
が
抑
制

Sk
ab
ur
us
ki
s,
A
.
(1
98
9)

住
宅
価
格

su
bu
rb
an
ne
ig
hb
or
ho
od

in
K
it
ch
en
er
,O
nt
ar
io

19
85
年
と
19
86
年

21
4

1
最
終
処
分
場
か
ら
の
距
離

最
終
処
分
場
か
ら
の

影
響
範
囲
内
に
あ
る
場
合
，
ダ
ミ
ー
＝
１

約
50
0フ
ィ
ー
ト
ま
で
が
最
終
処
分

場
が
影
響
を
与
え
る
範
囲

M
ic
ha
el
s,
R
.
G
.
an
d
Sm
it
h,
V
.
K
.

(1
99
0)

単
身
者
用
住
宅
価
格

su
bu
rb
an
B
os
to
n

19
77
年
11
月
か
ら

19
81
年
３
月

2 ,
18
2

5
最
終
処
分
場
か
ら
の
距
離

1
有
害
サ
イ
ト
の
公
表
か
ら
６
ヶ
月
後

2
販
売
か
ら
６
ヶ
月
後

第
1期
に
住
宅
価
格
が
抑
制

K
oh
lh
as
e,
J.
E
.

(1
99
1)

住
宅
価
格

H
ar
ri
s
C
ou
nt
y,
H
ou
st
on

19
76
,
19
80
,

19
85
年
の
３
カ
年

1,
96
9

10
最
終
処
分
場
か
ら
の
距
離

1
最
終
処
分
場
の
稼
働
中

2
ス
ー
パ
ー
フ
ァ
ン
ド
リ
ス
ト
へ
の
掲
載
さ
れ
つ
つ
あ
る
時
期

3
す
べ
て
の
サ
イ
ト
が
掲
載
さ
れ
た
時
期

ス
ー
パ
ー
フ
ァ
ン
ド
リ
ス
ト
掲
載
時

期
に
住
宅
価
格
が
抑
制

B
le
ic
h,
D
.
H
.,
F
in
dl
ay
Ⅲ
,
M
.
C
.
an
d

P
hi
ll
ip
s,
G
.
M
.
(1
99
1)

販
売
価
格

Sa
n
F
er
na
nd
o
V
al
le
y

in
L
os
A
ng
el
es

19
78
年
１
月
か
ら

19
88
年
末

1 ,
62
8

1
最
終
処
分
場
か
ら
の
距
離

不
動
産
販
売
年
と
最
終
処
分
場

の
影
響
地
域
と
比
較
の
た
め
の
対
象
地
域

影
響
地
域
と
比
較
地
域
で
有
意
差
な

し

K
et
ka
r,
K
.

(1
99
2)

不
動
産
価
格
の

中
央
値

N
ew
Je
rs
ey

19
80
年

64
64

最
終
処
分
場
の
数

（
最
終
処
分
場
の
数
）

費
用
便
益
分
析
で

最
終
処
分
場
は
負
の
影
響
を
与
え
た

Sm
ol
en
,
G
.
E
.,
M
oo
re
,
G
.
an
d
C
on
w
ay
,

L
.
V
.
(1
99
2)

住
宅
価
格

T
or
ed
o,
O
hi
o

19
86
,1
98
7,
19
88
年
と

19
90
年
１
月
か
ら
８
月

1 ,
31
2

2
最
終
処
分
場
か
ら
の
距
離
年
次
ダ
ミ
ー

放
射
性
か
つ
有
害
性
が
公
表
さ
れ
た

時
期
に
住
宅
価
格
が
抑
制

R
ei
ch
er
t,
A
.
K
.,
Sm
al
l,
M
.
an
d

M
oh
an
ty
,
S.

(1
99
2)

住
宅
価
格

C
le
ve
la
nd
,
O
hi
o,

Je
nn
in
g
R
oa
d
L
an
df
il
l

19
85
年
１
月

か
ら
19
89
年
12
月

96
3

5
最
終
処
分
場
か
ら
の
距
離
半
年
ご
と
の
期
間
ダ
ミ
ー

N
IM

B
Y
が
存
在
す
る
と
価
格
は
抑

制

C
le
ve
la
nd
,
O
hi
o

W
es
tl
ak
e
L
an
df
il
l

57
3

9
最
終
処
分
場
か
ら
の
距
離
半
年
ご
と
の
期
間
ダ
ミ
ー

稼
働
開
始
時
期
に
価
格
が
抑
制

N
el
so
n,
A
.
C
.,
G
en
er
eu
x,
J.
an
d

G
en
er
eu
x,
M
.
(1
99
2)

単
身
者
用
住
宅
価
格

A
no
ka
R
eg
io
na
l
L
an
df
ill

i n
R
am
se
y,
M
in
ne
so
ta

19
79
年
か
ら
19
89
年

70
8

1
最
終
処
分
場
か
ら
の
距
離
－

最
終
処
分
場
か
ら
１
マ
イ
ル
離
れ
る

と
，
６
％
地
価
が
上
昇

M
en
de
ls
oh
n,
R
.,
H
el
le
rs
te
in
,
D
.,

H
ug
ue
ni
n,
M
.,
U
ns
w
or
th
,
R
.
an
d

B
ra
ze
e,
R
.
(1
99
2)

単
身
者
用
住
宅
価
格

N
ew
B
ed
fo
rd
,

M
as
sa
ch
us
et
ts

19
69
年
か
ら
19
88
年

1,
91
6

1
P
C
B
に
汚
染
さ
れ
た
港

湾
地
域

年
次
ダ
ミ
ー
港
湾
内
と
港
湾
外
の
地
域
分
け

汚
染
が
公
表
さ
れ
た
時
期
に
地
価
が

抑
制

T
ha
ye
r,
M
.,
A
lb
er
s,
H
.
an
d
R
ah
m
at
ia
n,

M
.
(1
99
2)

単
身
者
用
住
宅
価
格

B
al
ti
m
or
e
ci
ty
an
d

B
al
ti
m
or
e
co
un
ty
,

M
ar
yl
an
d

19
85
年
か
ら
19
86
年

2,
32
3

37
最
終
処
分
場
か
ら
の
距
離

に
よ
る
地
域

最
終
処
分
場
か
ら
の
距
離
に
よ
る
地
域
ご
と
の

有
害
サ
イ
ト
と
有
害
で
な
い
サ
イ
ト
と
の
比
較

最
終
処
分
場
に
近
接
し
た
地
域
で
価

格
は
抑
制
さ
れ
，
有
害
で
な
い
最
終

処
分
場
で
は
影
響
を
与
え
る
範
囲
が

狭
い
。

G
un
te
rm
an
n,
K
.
L
.

(1
99
5)

単
位
当
た
り
の
販
売

価
格

P
he
ni
x,
A
ri
zo
na
M
SA

19
84
年
か
ら
19
94
年

15
3

12
最
終
処
分
場
か
ら
の
距
離

に
よ
る
地
域

最
終
処
分
場
か
ら
1,
00
0フ
ィ
ー
ト
以
内
と
以
上
の

地
域
と
サ
イ
ト
の
稼
働
中
ダ
ミ
ー

最
終
処
分
場
か
ら
1,
00
0フ
ィ
ー
ト

以
内
で
，
販
売
価
格
は
抑
制

K
ie
l,
K
.A
.
an
d
M
cC
la
in
,
K
.
T
.

(1
99
5)

単
身
者
用
住
宅
価
格

N
or
th
A
nd
ov
er
,

M
as
sa
ch
us
et
ts

19
74
年
１
月
か
ら

19
92
年
５
月

2 ,
59
3

1
焼
却
炉
計
画
地
か
ら
の
距

離

1
立
地
情
報
が
流
れ
る
前

2
立
地
の
公
表
時
期

3
建
設
中

4
稼
働
が
知
ら
れ
つ
つ
あ
る
時
期

5
稼
働
中

立
地
の
公
表
時
期
～
建
設
中
に

地
価
が
反
応

K
ie
l,
K
.
A
.

(1
99
5)

住
宅
価
格

W
ob
ur
n,
M
as
sa
ch
us
et
ts
19
75
年
か
ら
19
92
年

2,
20
9

2
最
終
処
分
場
か
ら
の
距
離

1
サ
イ
ト
の
有
害
性
が
知
ら
れ
る
前

2
悪
臭
発
生
期

3
サ
イ
ト
の
有
害
性
の
公
表
時
期

4
浄
化
計
画
公
表
時
期

5
地
元
協
議
中

6
浄
化
計
画
了
承
時
期

第
２
期
，
第
４
～
６
期
に
地
価
が

抑
制

K
ie
l,
K
.
A
.
an
d
M
cC
la
in
,
K
.
T
.

(1
99
6)

単
身
者
用
住
宅
価
格

B
ro
om
e
C
ou
nt
y

19
80
年
８
月
か
ら

19
93
年
11
月

1 ,
43
6

1
焼
却
炉
計
画
地
か
ら
の
距

離

1
焼
却
炉
の
計
画
前

2
計
画
公
表
期

3
建
設
中

4
建
設
が
曖
昧
に
な
っ
た
時
期

5
焼
却
炉
の
計
画
変
更
決
定
後

第
１
～
４
期
に
販
売
価
格
は
抑
制
，

第
５
期
に
上
昇
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著
者

(発
行
年
)

従
属
変
数

対
象
地
域

デ
ー
タ
の
時
期

従
属
変
数
の

デ
ー
タ
数

サ
イ
ト
数

N
IM
B
Y
施
設
か
ら
の
影

響
に
関
す
る
独
立
変
数

距
離
以
外
の
独
立
変
数

（
時
系
列
的
な
変
化
を
捉
え
る
た
め
の
属
性
や
地
域
属
性
）

結
果

D
al
e,
L
.,
M
ur
do
ch
,
J.
C
.,
T
ha
ye
r,

M
.
A
.a
nd
W
ad
de
ll
,
P
.
A
.

(1
99
9)

住
宅
価
格

D
al
la
s
C
ou
nt
y,
T
ex
as

19
79
年
か
ら
19
95
年

20
3,
35
3

1
鉛
精
錬
工
場
か
ら
の
距
離

1
工
場
稼
働
中

2
土
壌
汚
染
判
明
期

3
土
壌
浄
化
中

4
浄
化
後

5
そ
の
後

の
５
期
間
と
近
隣
の
２
地
域

第
１
～
３
期
に
地
価
が
抑
制

第
４
～
５
期
に
抑
制
が
喪
失

近
隣
の
２
地
域
で
は
価
格
上
昇
が

緩
慢

R
ei
ch
er
t,
A
.
K
.

(1
99
9)

販
売
価
格

U
ni
on
to
w
n,
O
hi
o

19
77
年
１
月
か
ら

19
96
年
９
月

1 ,
02
9

1
最
終
処
分
場
か
ら
の
距
離

1
稼
働
中

2
閉
鎖
後

閉
鎖
後
に
価
格
が
上
昇

K
ie
l,
K
.
A
.
an
d
Za
be
l,
J.

(2
00
1)

単
身
者
用
住
宅
価
格

W
ob
ur
n,
M
as
sa
ch
us
et
ts
.1
97
5年
１
月
か
ら

19
92
年
12
月

2 ,
19
1

3
最
終
処
分
場
か
ら
の
距
離

1
ス
ー
パ
ー
フ
ァ
ン
ド
リ
ス
ト
掲
載
前

2
サ
イ
ト
の
有
害
性
判
明
時
期

3
ス
ー
パ
ー
フ
ァ
ン
ド
リ
ス
ト
掲
載
時
期

4
浄
化
計
画
協
議
中

5
浄
化
計
画
決
定
，
公
表
期

6
浄
化
後

土
壌
汚
染
浄
化
作
業
へ
の
支
払
意
志

額
は
第
１
期
に
は
負
，
第
２
期
か
ら

は
正

H
it
e,
D
.,
C
he
rn
,
W
.,
H
it
zh
us
en
,
F
.

an
d
R
an
da
ll
,
A
.
(2
00
1)

単
身
者
用
住
宅
価
格
と

コ
ン
ド
ミ
ニ
ア
ム
の
価
格
F
ra
nk
li
n
C
ou
nt
y,
O
hi
o

19
90
年

2,
91
3

4
最
終
処
分
場
か
ら
の
距
離
稼
働
中
の
サ
イ
ト
２
カ
所
と
閉
鎖
後
サ
イ
ト
２
カ
所

閉
鎖
後
も
価
格
は
抑
制

H
ur
d,
B
.
H
.
(2
00
2)

住
宅
価
格

ea
st
of
L
os
A
ng
el
es

19
83
年
８
月

か
ら
19
85
年
５
月
,

19
94
年
か
ら
19
96
年

45
0

1
最
終
処
分
場
か
ら
の
距
離

1
ス
ー
パ
ー
フ
ァ
ン
ド
リ
ス
ト
掲
載
時
期

2
浄
化
開
始
期

浄
化
が
開
始
さ
れ
る
と
販
売
価
格
が

回
復

D
ea
to
n,
B
.
J.
an
d
H
oe
hn
,
J.
P
.
(2
00
2)

住
宅
価
格

L
an
si
ng
ci
ty

19
92
年
か
ら
20
00
年

4,
50
2

2
最
終
処
分
場
か
ら
の
距
離
年
次
ダ
ミ
ー

最
終
処
分
場
浄
化
後
に
は
，
販
売
価

格
は
影
響
を
受
け
て
い
な
い

M
cC
lu
sk
ey
,
J.
J.
an
d
R
au
ss
er
,
G
.
C
.

(2
00
3a
)

単
身
者
用
一
戸
建
て

住
宅

D
al
la
s
C
ou
nt
y,
T
ex
as

19
79
年
か
ら
19
95
年

20
5,
39
7

1
最
終
処
分
場
か
ら
の
距
離

1
稼
働
中

2
浄
化
開
始

3
浄
化
終
了

4
追
加
浄
化
作
業
中

第
２
期
と
第
４
期
に
価
格
上
昇

M
cC
lu
sk
ey
,
J.
J.
an
d
R
au
ss
er
,
G
.
C
.

(2
00
3b
)

単
身
者
用
一
戸
建
て
住

宅
D
al
la
s
C
ou
nt
y,
T
ex
as

19
79
年
か
ら
19
95
年

31
,9
74

1
最
終
処
分
場
か
ら
の
距
離

1
稼
働
中

2
土
壌
汚
染
リ
ス
ク
確
認
期

3
浄
化
開
始

4
追
加
浄
化
作
業
手
続
き
完
了

5
追
加
浄
化
作
業
中

6
ス
ー
パ
ー
フ
ァ
ン
ド
リ
ス
ト
掲
載
時
期

第
２
期
か
ら
住
宅
価
格
上
昇

Ih
la
nf
el
dt
,
K
.
R
.
an
d
T
ay
lo
r,
L
.
O
.

(2
00
4)

不
動
産
の
取
引
価
格

F
ul
to
n
C
ou
nt
y,
G
eo
rg
ia
19
81
年
か
ら
19
98
年

10
,2
70

14
0

最
終
処
分
場
か
ら
の
距
離

1
リ
ス
ト
掲
載
前

2
リ
ス
ト
掲
載
後

3
浄
化
計
画
リ
ス
ト
掲
載
前

4
浄
化
計
画
リ
ス
ト
掲
載
後
～
リ
ス
ト
か
ら
除
外
前

5
浄
化
計
画
リ
ス
ト
か
ら
除
外
後

第
５
期
に
不
動
産
価
格
が
上
昇

L
on
go
,
A
.
an
d
A
lb
er
in
i,
A
.

(2
00
5)

不
動
産
の
取
引
価
格

B
al
ti
m
or
e,
M
ar
yl
an
d

19
90
年
か
ら
20
00
年

3,
65
5

13
3

E
P
A
の
有
害
サ
イ
ト
か

ら
の
距
離

1
サ
イ
ト
の
有
害
性
が
判
明
し
た
時
期

2
浄
化
後

と
工
業
・
商
業
活
動
で
分
類
し
た
５
地
域

商
業
・
工
業
地
域
で
は
，
サ
イ
ト
に

よ
る
影
響
な
し

B
ra
si
ng
to
n,
D
.
M
.
an
d
H
it
e,
D
.

(2
00
5)

不
動
産
の
取
引
価
格
の

平
均
値

O
hi
o

19
91
年

5,
05
1

1,
19
2
E
P
A
の
有
害
サ
イ
ト
か

ら
の
距
離

－
地
域
ご
と
に
分
析
し
，
６
地
域
の
う

ち
５
地
域
で
有
意
に
地
価
が
抑
制

G
re
en
be
rg
,
M
.
an
d
H
ol
la
nd
er
,
J.

(2
00
6)

住
宅
価
格
の
中
央
値

N
ew
Je
rs
ey

19
80
年
と
20
00
年
の

２
カ
年

99
6

最
終
処
分
場
か
ら
の
距
離
19
80
年
と
20
00
年

20
0年
に
４
サ
イ
ト
の
周
辺
で
地
価

が
上
昇

K
ie
l,
K
.
A
.
an
d
W
il
li
am
s,
M
.

(2
00
7)

住
宅
価
格

20
C
ou
nt
ie
s
in
U
S

19
70
年
か
ら
19
96
年

8,
05
7

57
最
終
処
分
場
か
ら
の
距
離

1
サ
イ
ト
の
有
害
性
判
明
前

2
有
害
性
判
明
～
ス
ー
パ
ー
フ
ァ
ン
ド
リ
ス
ト
掲
載
前

3
ス
ー
パ
ー
フ
ァ
ン
ド
リ
ス
ト
掲
載
時
期

4
掲
載
後
～
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結果，工業や商業用の不動産には，サイトによる影響は及んでいないと報告している。

これらの研究では，Thayer et al. (1992）と Guntermann (1995）では，対象とする廃棄物

の種類によって周辺地価に与える影響が異なることを報告している。Ketkar (1992）では，

最終処分場の数を変数として不動産価格への抑制があったとし，Bleich et al. (1991）では，

適正な配置をされた施設では影響が見られない場合もあると報告し，Longo & Alberini

(2005) では，周辺の土地利用によっては，サイトによる影響は及ばないとしている。Dale

et al. (1999）の報告では，社会地理的な背景があると，浄化作業後の販売価格は上昇するが，

緩慢である場合があると報告している。

3 結 論

本報告では，まず，NIMBY 施設の存在が地価に与える影響に着目している研究を紹介し

た。先行研究では，プーリングデータを使って，クロスセクション分析を行った結果，近接

しているほど地価抑制が起こることを報告している。

次に，NIMBY 施設の存在に加えて，施設の稼働に関する情報が与えられた時期を考慮し

た研究を紹介した。Kohlhase (1991）を始めとする多くの研究は，対象とするサイトの土壌

汚染が公表された時期に地価抑制が起こったと報告している。

また，NIMBY 施設の存在に加えて，施設の閉鎖や閉鎖後の浄化工事の時期を考慮した研

究を紹介した。Dale et al. (1999）を始めとする多くの研究では，期間ごとのダミー変数を

設定してクロスセクション分析し，最終処分場の閉鎖や，浄化作業の実施が，地価を回復さ

せるとしている。

金本（1992）の指摘にもあるように，ヘドニックアプローチ法で，施設からの時系列的変

化を計測する場合，環境特性以外の要因との分離が難しいことなどから，クロスセクション

分析を採用することが多いとしているが，Mendelsohn et al. (1992）では，被説明変数を販

売価格の 1次階差としてパネル分析で評価し，地価の時系列的な変化を捉えていた。

NIMBY 施設からの距離を変数とした場合には，地域性や社会的な影響が平均化されてし

まうため，NIMBY 施設からの距離に加えて，施設周辺の土地利用や NIMBY施設の属性を

考慮して分析を行った研究では，Dale et al. (1999) では，地価は，至近の NIMBY 施設の

影響を受けているが，社会的な背景があると，地域の地価の回復が遅れるとし，Longo &

Alberini (2005）では，周辺の土地利用によっては影響を受けないとしている。Thayer et al.

(1992）や Guntermann (1995）では，サイトで埋め立てられる廃棄物の有害性や種類によ

って地価への影響の範囲や時期が異なるとしている。

以上の先行研究から，NIMBY施設に近いほど地価が抑制されるとする報告，また，影響

を受けていないとする報告もあり，NIMBY施設が周辺地価に与える影響については，結論
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は明確ではない。時系列的に分析した研究では，NIMBY施設の有害性が公表されると地価

は抑制されるとする報告があり，施設が閉鎖され，浄化作業が行われた場合には地価が回復

するという報告があったが，すべてのサイトで不動産の販売価格に影響を及ぼしているわけ

ではないという報告もあった。NIMBY施設からの距離に加えて，周辺の土地利用や廃棄物

の属性を考慮して分析を行った研究があり，周辺地域への影響は一様ではないとする研究や

周辺の土地利用の状況によっては，地価への影響は及ばないとする報告もあった。

時系列的に分析した研究では，施設の稼働中に有害性が公表された時期に着目して分析し

ていたが，NIMBY施設が開設されてから閉鎖までの外部性の時系列的な変化を捉えた報告

は見あたらなかった。その理由の一つは，最終処分場をはじめとする NIMBY施設の稼働期

間が長く，分析の対象とするにはデータの制約があるためである。

NIMBY施設，特に最終処分場は，日常生活をすごす上で必要不可欠な施設である。施設

の存在は，負の外部性をもたらすことがあるが，稼働が終了すればその外部性は消失するだ

ろう。しかし，施設の設置による負の外部性は最小化する政策が必要である。
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